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１．はじめに

WIPO（世界知的所有権機構：World Intellectual

Property Organization）の統計(1)によれば，全世界特

許出願件数は年々増加の一途をたどっており，2011 年

には 214 万件に達した。214 万件中 136 万件が自国へ

の出願，78 万件は自国以外への出願となっている。

2001 年には全世界出願件数が 150 万件であったこと

を考えると，この 10 年間で約 40％も出願が増加した

ことになる。この出願件数の増加は中国・米国出願の

増加によるところが大きい。とりわけ中国における増

加は顕著であり，この 10 年間で約 10 倍まで出願規模

が拡大している。一方，日本出願は減少傾向をたどっ

ており，2001 年の約 45 万件から 2011 年には約 35 万

件と 10 万件ほど出願規模が縮小している。日本企業

の自国日本への出願は確かに減少傾向にあるが，海外

への特許出願を見ると 2001 年の約 12 万件から，2011

年には約 18 万件に拡大している。日本企業としては，

日本市場が少子高齢化を迎え国内総生産（GDP）成長

率も飽和状態にあるため，アベノミクスにより景気が

持ち直してはいるが，今後の持続的な成長を維持する

ために，欧米といった先進国だけではなくBRICs（ブ

ラ ジ ル，ロ シ ア，イ ン ド，中 国）や VISTA(2)・

NEXT11(3)などの新興国へのより積極的な海外展開が

欠かせない。当然特許権を含めた知的財産権の出願・

権利化および活用・権利行使が重要となる。日本企業

の海外への特許出願の増加は，このような動きを示唆

しているものと言えよう。
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全世界特許出願件数は10年前の約1.4 倍の規模に拡大しており，特に米国・中国における件数の伸びが著

しい。企業が持続的な成長を維持するために，海外マーケットへより積極的に進出することが見込まれ，事業

保護の観点から諸外国における特許の出願・権利化活動が欠かせない。安定的な権利化にあたって必要となる

先行技術調査は，グローバル展開に伴う海外出願を念頭に置き出願当初から海外特許も含めて調査を行う必要

がある。

本稿では特許情報調査を行う上で必要となる，特許情報の特徴，調査の目的と種類，そして特許情報調査の

具体的なステップについて述べた。また特許情報調査を円滑に行うためのツールである特許検索マトリックス

を用いた特許情報調査の実例について紹介した。さらに米国・欧州をはじめ，諸外国の特許検索を行う上で有

用な無料データベースに関する情報について整理している。

要 約



（図１：2009 年に拒絶された特許出願の理由で引用された公開

特許（公開された発明）公報の分布(4)）

日本特許庁の特許行政年次報告書(4)に興味深いデー

タがある。図 1によれば，2009 年に拒絶査定された特

許出願の拒絶理由で引用された公開特許（公開された

発明）公報のうち，最新の引用文献は出願よりも平均

3.3 年前に既に公開されているものであることが分か

る。さらに拒絶引例の全引用文献は出願よりも平均

6.1 年前に既に公開されているという驚くべき結果が

示されている。

（図２：日本人の日本国特許庁への特許出願が最終処分される

までの過程（2005 年度）(5)）

また 2005 年の古いデータであるが興味深いデー

タ(5)がある。本統計によれば，2005 年には年約 37 万

件の特許出願がなされ，そのうち約 20 万件が審査請

求された。しかし，審査の結果，特許が付与されたの

は約 10 万件であり，残る 10 万件は拒絶査定により権

利化されなかった。さらにこの拒絶査定された 10 万

件のうち半分の 5万件は反論しないまま拒絶査定が確

定したもの（戻し拒絶）であった。この戻し拒絶査定

は 2009 年に 10.5 万件に達したが，直近は 7 万件程度

まで減少してきている(6)。権利化できなかった特許出

願には当然知財関連経費（出願費用・出願審査の請求

費用等）だけではなく研究開発費もかかっている。こ

れらの費用が全て無駄になっているとは言えないが，

事前に研究開発テーマの選定・特許出願前の先行技術

調査を行っておけば，研究開発費・知財経費をより有

効活用できると言える。

上記は海外における出願・権利化を行う上でも重要

なポイントを示している。例えば米国や中国で特許権

利化を図りたい場合は各国特許庁へそれぞれ特許出願

の上，審査を経なければならない。海外特許庁の審査

官は，日本語特許文献よりもむしろ自国語および英語

特許文献を中心に先行技術調査をする傾向にあるた

め，海外で権利化を図っていくためには積極的に海外

特許文献も含めて調査を行う必要がある。

（図３：日米欧中韓 5 極の主要技術分野における 2001 年・

2011 年出願件数(7)）

図 3 は WIPO の統計データをベースに作成した主

要 5極の 2001 年および 2011 年の運輸・医療機器・デ

ジタル通信分野の出願件数分布である。この 10 年間

で 5極における中国出願の存在感が急激に増している

ことが分かる。とりわけデジタル通信分野では，日本

は米国・中国の出願件数に大きく引き離されている。

中国は国策として出願奨励策を取っているため，現時

点で先行技術調査の対象文献として中国を必ず含める

べきとは言い切れない。しかし米国について，直近 10

年間の出願規模の拡大は，研究開発および特許出願を

積極的に行っている企業，そしてその市場に参入する

企業が数多くいることを示している以上，先行技術調

査の対象文献として含めるべきであろう。また欧州や

韓国においてもそれぞれの国・地域において優位性の

ある技術分野を加味した上で，日本特許出願前から調

べておくことが望ましい。

２．特許情報調査の基礎

（１） 特許情報の特徴

技術情報源としては特許情報のほか，学術文献・会

議録や技術系雑誌，カタログ・製品マニュアル等があ

る。数ある技術情報源の中でも特許情報は下記のよう

な特徴を有している。

① 無料・有料データベースから特許情報を比較的

容易に入手・収集することが可能
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② 全世界の特許に，国際的に統一された技術分類

である国際特許分類（IPC：International Patent

Classification）が付与されている

③ WIPO によって定められた INID コードによ

り，全世界の公報に掲載すべき書誌的事項が決

まっている

④ 技術分野の偏りがなく，全技術分野を網羅して

いる

⑤ 公報に開示されている発明の内容が具体的に記

載されている

特許情報は上記のように調査・分析対象として非常

に優れた特徴を有している。とりわけ優れた特徴とし

ては全世界で統一された分類で体系化されている点で

あろう。国際特許分類とは図 4 のような形式であり，

セクションとしてA〜Hまであり，日用品から情報通

信・IT などの最先端技術まですべての技術分野につ

いて準備されている。

（図４：国際特許分類の例）

（セクション）

A 生活必需品

B 処理操作；運輸

C 化学；冶金

D 繊維；紙

E 固定構造物

F 機械工学；照

明；加 熱；武

器；爆破

G 物理学

H 電気

（IPCの例）

C 化学；冶金

C01 無機化学（メインクラ

ス）

C01B 非金属元素；その化合

物（サブクラス）

C01B31/00 炭素；その化合物（メ

イングループ）

C01B31/02 ・炭素の製造（サブグ

ループ）

C01B31/06 ・・ダイヤモンド（サ

ブグループ）

国際特許分類とは別に各国独自の分類もある。日本

では日本独自の特許分類 FI（ファイル・インデック

ス）や F タームがある。また米国には米国特許分類

（USPC），欧州特許庁では欧州特許分類（ECLA や

ICO）の独自分類を用いていたが，2013 年 1 月より両

庁で共通特許分類 CPC の利用を始めた。CPC の概要

については拙稿(8)に取り纏めてあるが，米国・欧州だ

けではなく中国・韓国・ロシアも採用に向けて動き始

めているため，グローバルに効率的・効果的な特許検

索・特許情報調査を行う上でその動向には注意を払っ

ておく必要がある。

書誌的事項とは，図 5のようなものであり公報に掲

載されるべき項目のことである。公開特許（公開され

た発明）公報を見ると(43)公開日のようにカッコ付き

の数字があるが，この(43)は万国共通で特許公報が発

行された日，すなわち発明が公開された日を表す。こ

の書誌的事項は後述する検索式を構築する上で非常に

重要な検索キーとなる。

（21）出願番号

（22）出願日

（43）未審査の特許文献が，印刷または同様の方法により公衆

の利用に供された日（公開日）

（51）国際特許分類

（71）出願人名

（72）発明者名

（73）権利者名

（図５：書誌的事項の例）

（２） 特許情報調査の目的と種類

特許情報調査には目的に応じて下記のような種類が

ある。それぞれ種類別に説明する。

（２)−１ 出願前調査

特許出願前の段階，つまり研究者・技術者が発明を

着想した段階でアイデアシートなどをまとめ，そのア

イデアについて既に類似した発明が出願されていない

かを確認するための調査である。1件の国内特許出願

には数十万円（外国特許出願の場合はさらに翻訳代や

現地代理人費用等が加わる）の費用がかかる一方，過

去に類似した出願があった場合，権利化を図れないた

め出願費用が無駄になってしまう可能性がある。また

仮に先行して出願された発明の中に類似した発明が

あったとしても，その出願に記載された内容を，自社

の発明を改良するためのアイデアを得るための資料と

して活用することも可能である。

（２)−２ 無効資料調査・公知例調査

自社製品・サービスが他人の特許権等（特許権，実

用新案権，意匠権）を侵害することになる場合，その

登録特許（特許権が付与された発明）を無効化するた

めの先行資料を探し出すための調査が無効資料調査ま

たは公知例調査である。アップル・サムスン電子の特

許権侵害訴訟のような場合，両社とも相手の登録特許

（特許権が付与された発明）を無効化するための調査

を徹底的に行っている。無効資料調査・公知例調査で

は特許文献だけではなく非特許文献（学術論文，カタ

ログ，雑誌など）も含めて幅広く調査を行うのが一般

的である。
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（２)−３ 侵害防止調査・クリアランス調査

新製品や新サービスを市場へ投入する際に，他人の

特許権等（特許権，実用新案権，意匠権）を侵害しな

いか確認するために実施するのが侵害防止調査または

クリアランス調査である。新製品・新サービスを投入

する国々において調査を実施する必要があり，通常は

権利として有効に存在している特許発明，登録実用新

案，登録意匠や，今後登録になる可能性のある特許出

願を対象に調査を実施する。仮に調査の結果，自社の

事業を実施する上で障害となる問題特許（問題となる

発明）が発見された場合は，その問題特許（問題とな

る発明）を無効化するための無効資料調査を実施する

か，無効化が難しい場合は自社製品・サービスがその

問題特許（問題となる発明）の権利範囲に含まれない

ように自社製品・サービスの仕様変更を検討する必要

がある。

（２)−４ 技術動向調査・技術収集調査

研究開発戦略立案や研究テーマを決める上で，特定

の技術分野の動向について俯瞰的に分析するのが技術

動向調査である。技術動向調査で対象とする特許群は

1,000 件以上であり，技術によっては 10,000 件を超え

ることもある。日本国特許庁が毎年公開している特許

出願技術動向調査等報告(9)がその例である。また研究

テーマが決まり，そのテーマについて過去の類似技術

について収集・整理するのが技術収集調査である。

（２)−５ その他調査

その他の特許情報調査の種類としては，権利状況調

査・ステータス調査やパテントファミリー調査がある。

権利状況調査・ステータス調査は，特許の生死状況

（権利が有効か失効しているか）や特許出願が現在ど

の段階にあるのか（出願後公開段階で留まっているの

か，審査中であるのか等）を確認するための調査であ

る。例えば自社事業を実施する上で障害となる問題特

許（問題となる発明）が発見された場合，その問題特

許（問題となる発明）が現在審査のどの段階にあるの

か，登録特許（特許権が付与された発明）であれば権

利として有効に存続しているのか否かを確認するため

に実施する。

またパテントファミリー調査は，特許のファミリー

を調べるための調査である。そもそも特許権は各国で

独立しているため，事業を日本・米国・中国で実施す

るためには，それぞれの国へ特許出願を行う必要があ

り，このそれぞれの国へ出願された同一内容の特許群

をパテントファミリーと呼ぶ（厳密に言えば，各国特

許庁における審査の過程で特許権の権利範囲を規定す

る特許請求の範囲または Claim の内容が変わる可能

性があるため，最終的な権利範囲が同一であるとは限

らない）。パテントファミリーは欧州特許庁（EPO）

が提供しているデータベース Espacenet を用いて無

料で調べることができる。

３．特許情報調査のステップ

前章で述べた各種特許情報調査において，調査を実

施するにあたっては図 6に示すステップを踏む。特許

情報調査の目的を達成するためには的確な母集団の形

成が欠かせず，そのためには検索式をどのように構築

するかが大きな課題である。検索式を組み立てる際に

必要となる特許検索マトリックスについては第 4章で

詳細を述べる。

（図６：特許情報調査のステップ）

（１） 調査対象技術の明確化

どのような技術について調査を行いたいのかを明確

化するのが第一段階である。背景技術・技術分野は何

か？調査対象技術の課題・目的は？さらにその課題に

対して，どのような解決手段を用いるのか？その解決

手段を用いたことによる作用・効果は？これらを実際

に調査に着手する前に明らかにすることが重要である。

（２） 調査方法の検討

調査対象技術を明確化した次のステップは調査方法
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の検討である。どこの国の特許を調べるのか，その国

の特許を調べるためにどのようなデータベースを用い

るのか，調査対象期間は何年ぐらい遡及するのか等，

技術的特徴以外の調査仕様について検討する。

どこの国の特許を調べるかにあたってWIPO や日

本特許庁が公表している統計資料を用いて，どこの国

がどの技術分野が強いのか（≒どこの国にどの技術分

野の特許が多く出願されているのか）を参考にすると

良い。ソフトウェアや電気通信の分野であれば，米国

籍出願人による出願が日本を上回っているので，技術

動向などを把握するためには米国も含めて調査を行う

ことが望ましい。もちろん上述した侵害防止調査・ク

リアランス調査においては自社事業を実施する国を対

象に調査を行うので，日本のみでの事業展開を予定し

ているのであれば日本調査のみで良い。

また特許情報調査を自社内で行うのか，それとも外

部の調査会社へ外注するのかもこの時点で決めておく

ことが望ましい。なお自社内で行う際，特許情報調査

を実際に行う技術者・研究者および知財担当者のリ

ソースを予め確保しておくと良い。

（３） 検索キーの選定

検索キーとは次節で検索式を組み立てる際に用いる

部品である。調査対象技術を開示している特許情報を

抽出するためにはキーワードや特許分類などの検索

キーを用いて，特許を特定する必要がある。

キーワードを選定する際には，同義語・類義語・異

表記なども含めて検討する必要がある。例えばプリン

タの調査を行いたい場合，必ずしも出願人がプリンタ

と書いていないので，画像形成装置，画像生成システ

ム，画像出力方法などプリンタと同義のキーワードを

幅広く抽出しておく必要がある。

前述したように特許分類には国際特許分類（IPC）

の他に，日本独自の特許分類である FI や F ターム，

米国独自特許分類（USPC），欧州独自特許分類

（ECLA，ICO），2013 年 1 月より本格運用された欧米

共同特許分類（CPC）などがある。日本国の特許情報

のみを調査対象とするのであればFI・Fターム中心に

選定し，グローバルに調査を行うのであれば IPC の

他，USPC・ECLA・CPCも特定しておくことが望ましい。

キーワードや特許分類を選定する方法として，関連

性の高いキーワードのみでズバリ該当の公報を

10〜20 件程度確認して特許分類を抽出し，次に抽出し

た特許分類（調査対象技術と関連性の高い特許分類）

をベースに 10〜20 件程度確認して，最初に選定した

キーワード以外に調査対象技術と関連するキーワード

（同義語や類似語，下位概念での表現や上位概念での

表現等）を抽出するのが最もオーソドックスである

（予備検索や予備調査と呼んでいる）。キーワードを抽

出する方法としては，事典検索システムCyclone(10)の

関連語マップやシソーラス用語（2008 年版）(11)，類語

辞典(12)などのツールを活用することも有効である。

また特許分類を抽出する方法としてはかんたん特許検

索(13)の IPC・FI ランキング機能，J-GLOBAL(14)の F

タームランキング機能といったツールの活用や IPDL

のパテントマップガイダンス(15)による特許分類の

キーワード検索がある。

また日本特許庁では特許検索ポータルサイト(16)を

運営しており，先行技術調査をサポートする関連情報

を掲載している。FI から CPC の対応関係を参照する

ツールやテーマ別に設けた検索実例や検索手法等をま

とめたテーマ別検索ガイダンスなどを利用できる。

キーワードや特許分類は主に技術的特徴から特許を

抽出するための検索キーとなるが，それ以外に書誌的

事項に掲載されている出願人（企業名や研究開発組織

名など）や発明者などもピンポイントで特定企業の特

定技術を抽出するために重要な検索キーとなる。

（４） 検索式の組み立て

検索キーを演算子AND，OR，NOTなどを用いて，

検索式を組み立てる。図 7に ANDおよび ORの概念

について示した。非常に基本的なことではあるが，

ANDとORを正しく用いていない場合は少なくない。

（図７：演算子ANDとORの概念）

例えば下記のようなキーワード群をANDと ORを

用いて，検索式の形で整理する場合を取り上げる。

ランニング，靴，赤，クツ，ウォーキング，

くつ，徒歩，ジョギング，シューズ，レッド，紅
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（図８：特許検索マトリックスとその記入例）

① 検索式パターンA

（ランニング OR ウォーキング OR 徒歩 OR ジョ

ギング）AND（靴 OR クツ OR くつ OR シュー

ズ）AND（赤ORレッドOR紅）

② 検索式パターンB

S1 （ランニング OR ウォーキング OR 徒歩 OR

ジョギング）

S2 （靴ORクツORくつORシューズ）

S3 （赤ORレッドOR紅）

S4 S1 AND S2 AND S3

同じ概念のキーワード（たとえば色を示すキーワー

ド）をそれぞれ OR 演算子でつなぎ，OR 演算子でつ

ないだキーワード群をそれぞれ異なる概念のキーワー

ド群とAND演算子でつなぐことにより検索式が構築

できる。パターン Aでは 1 行ですべての検索式を表

現しているが，パターンBのように各行で同じ概念に

キーワード群の集合を作成し，最後に各集合をAND

演算で掛け合わせる。無料特許検索データベースでパ

ターン B のような検索式を実行できるものはほとん

どない。

（５） データベース検索・公報読込

実務上データベース検索を行う前に，完璧な検索式

を作成するのではなく，データベース検索を行いなが

ら検索式作成・公報読込を行うのが一般的である。

特許検索データベースには各国特許庁が提供してい

る無料データベースや，各種ベンダーが付加機能を搭

載した有料のデータベースがある。日本の特許電子図

書館 IPDL については第 4 章で，その他海外の無料

データベースについては第 5章で簡単に紹介する。

（６） 調査結果の整理・保存

調査結果は文書作成ソフトや表計算ソフト等にてレ

ポートとして取りまとめる。レポートを取りまとめる

際に以下の項目が最低限必要である。

・調査内容（調査対象技術，抽出基準）

・調査方法（調査対象国・期間，データベース等）

・調査結果（結論，抽出特許番号）

・調査実施者

調査内容等も重要であるがレポート掲載項目として

非常に重要なのは誰がどこまで調査を行ったかという

情報である。特許検索データベースのデータは毎週

アップデートされているために，2013 年 12 月 31 日更

新分までのデータを対象に調査を行ったのか，または

2013 年 10 月 31 日更新分までのデータを対象に調査

を行ったのか，この違いを明確にしておかないと同じ

調査をアップデートする際に，どこまで遡及して調査

を行えば良いのかわからなくなってしまう。

４．特許検索マトリックスを用いた検索の実例

3 章にて説明した特許情報調査のステップのうち，

(1)〜(5)の一部について実際の例を紹介する。例として

雨の日になるとマンホールの蓋に雨水が溜まっ

てしまい，歩行者が滑りやすくなってしまう。

そのため雨が降っても滑らないように凹凸模様

をつけたマンホールの蓋

を題材として特許情報調査の実際のフローを説明する。
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（１） 特許検索マトリックスの利用

特許情報調査を行う上で，検索キーの整理・検索式

作成を円滑に行うツールとして特許検索マトリックス

を紹介する。調査対象技術の明確化から検索キーの選

定，検索式の組み立てをこのマトリックスをもとに効

率的に行うことが可能である。

図 8に特許検索マトリックスを示す。図 8の上側部

分には特許検索マトリックスを，図 8の下側部分には

実際に例題についての記入例を示した（簡略化のため

記入例からキーワード・同義語（英語），USPC，

ECLA，ICO，CPCは除いている）。

（２） 調査対象の明確化

ステップ 1として調査対象の明確化を行い，網掛け

された部分へ調査対象の背景技術，観点（課題・目的

または技術的特徴）をそれぞれ構成要素ごとに展開す

る。今回の例であればマンホール（の蓋）が背景技術

であり，滑り止めが課題，そしてマンホール蓋表面の

凹凸模様が技術的特徴である。

（図９：調査対象の明確化後の特許検索マトリックス）

（３） 検索キーの選定

次にキーワード・同義語，特許分類（IPC・FI）など

の検索キーを洗い出してマトリックスに記入してい

く。上述したように最初は関連性の高いキーワードを

用いた予備検索から始めると良い。下記に特許電子図

書館・公報テキスト検索(17)を用いた予備検索の例を示す。

（図 10：IPDL を用いた予備検索の例）

予備検索では網羅的に検索することではなく，ズバ

リ該当公報を見つけてその公報に付与されている特許

分類や他に関連するキーワードを洗い出すことが目的

である。本例では図 10 のように

発明の名称 ＝ マンホール

and

要約＋請求の範囲 ＝ 滑り止め

and

要約＋請求の範囲 ＝ 模様OR凹凸

＊図 10 では ORは表示されていない

と検索を行い 15 件がヒットした。そのうち発明の

名称が「滑り止め加工を施したマンホール等の鉄蓋」

という特許公報を容易に発見することができるだろ

う。公報に付与されている特許分類（FI・F ターム）

を確認していくと

（FI） E02D29/14E 蓋自体の構造，例．積

層蓋，滑止蓋

（Fターム） 2D047BB00 マンホール蓋・蓋受枠

2D047BB21 ・蓋自体の構造

2D047BB22 ・・積層蓋

2D047BB23 ・・滑止蓋

2D047BB24 ・・二重蓋（内蓋を有

するもの）

等が関連性の高い分類として選択できるだろう。発

見した特許分類の定義はパテントマップガイダンスで

確認する。特許分類は上述したように階層構造を取っ

ているため，いくら下位分類の定義が調査対象技術と

合致していても上位の分類の定義と合致していなけれ

ば利用することは適切ではない。

次の予備検索は E02D29/14E に滑り止めまたは模

様・凹凸などのキーワードを掛け合わせて，滑り止め

の別の表現や模様・凹凸の別の言い回しを探す。

ツールを活用した特許分類の特定について，かんた

ん特許検索(13)を用いた例を紹介する。トップ画面で

「マンホール 滑り止め」と入力し，検索ボタンを押

す。その後，FI ランキングリンクをクリックすると

下記図 11 のようなランキングが表示される。デフォ

ルトでは上位 20 位まで，筆頭 FI のみの集計のみと

なっているので，必要に応じてプルダウンメニューか
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ら変更すればよい。

（図 11：かんたん特許検索(13)を用いた特許分類特定の例）

検索キー選定後に特許検索マトリックスへキーワー

ドや特許分類を記入すると下記のようになる。本例は

非常にシンプルであるが，この特許検索マトリックス

を埋めることで効率的に検索式を作成することができる。

（図 12：検索キー選定後の特許検索マトリックス）

（４） 検索式基本 3パターン

検索式構築にあたって，もう 1つ重要なのが検索式

基本 3パターンである。下記表 1にその 3パターンに

ついて示す。

使用度 留意事項パターン

（表１：検索式基本 3パターン）

基本パターン③

キーワードと特許

分類の併用

◎ ・調査母集合を任意の件数に設

定しやすい（なるべくヒット

件数が少なく，かつノイズが

入っていない等）

基本パターン②

特許分類のみ

◎／× ・調査対象技術に合致した分類

がある場合は◎

・調査対象技術に合致する分類

がない場合はヒット件数が膨

大になるため×。キーワード

を用いた絞込みが必要

基本パターン①

キーワードのみ

○／△ ・キーワードを十分に吟味しな

いとヒット件数が膨大になる

ため△

・モレ防止のためにキーワード

同士の演算を行うことは有用

なので○

主な検索キーとしてキーワード，特許分類があるが

検索キーの基本的な組み合わせは上記 3パターンとな

る。出願人・権利者や発明者，日付等での絞り込みも

あるが技術的特徴から母集団を絞り込むための主なパ

ターンとしては上記 3パターンである。それぞれ良い

点・悪い点を踏まえた上で，それぞれのパターンを組

み合わせると良い。なおキーワードを用いる場合，

キーワード検索範囲を要約・請求の範囲に限定する

か，または全文とするかは重要なポイントである。一

般的には，技術用語は要約・請求項を検索範囲とし，

課題や作用・効果または固有名詞などは全文を検索範

囲とすると良い。

（５） 検索式の組み立て

図 12「検索キー選定後の特許検索マトリックス」で

示したように検索キーの洗い出し・整理が終わった

ら，検索式の組み立てに入る。この特許検索マトリッ

クスでは，図 13 のように縦方向（各列）は同一概念を

示しており，横方向（各行）は異なる概念を示している。

（図 13：特許検索マトリックスの行列の概念）

図 7 で演算子 OR・AND の利用方法について説明

した通り，背景技術について網羅的に範囲を設定した

い場合は，

キーワード＝（マンホール OR 地下構造物用

蓋）OR IPC=E02D29/14 OR FI=E02D29/14E

OR F ターム=（2D047BB21 OR 2D047BB22

OR 2D047BB23 OR 2D047BB24）・・・・・検索

式例①

とすれば良い（特許電子図書館・公報テキスト検索で

F タームを用いた検索はできないが例として F ター

ムも OR 演算した検索式を示している）。絞り込みを

行う際は，下記のように検索式の基本パターンに則

り，たすき掛けしていけば良い。

IPC=E02D29/14 ANDキーワード＝（蓋ORふ

たORフタ）ANDキーワード＝（滑止OR防滑
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OR すべり OR スリップ OR 撥水）AND キー

ワード=（模様 OR 凹凸 OR 凸部 OR 凹部 OR

突起）・・・・・・検索式例②

FI=E02D29/14E AND キーワード＝（滑止 OR

防滑 OR すべり OR スリップ OR 撥水）AND

キーワード=（模様 OR 凹凸 OR 凸部 OR 凹部

OR突起）・・・・・・検索式例③

キーワード＝（マンホール OR 地下構造物用

蓋）ANDキーワード＝（滑止OR防滑ORすべ

り OR スリップ OR 撥水）AND キーワード=

（模 様 OR 凹 凸 OR 凸 部 OR 凹 部 OR 突

起）・・・・・・検索式例④

検索式例②では IPC・E02D29/14（マンホールまたは

類似物の覆い；覆いの枠）を用いているため，蓋関連

キーワードをさらに掛け合わせているが，検索式例③

ではFI・E02D29/14E（蓋自体の構造，例．積層蓋，滑

止蓋）を用いているため，蓋関連キーワードは掛け合

わせていない。図 14 にキーワード範囲を要約＋請求

の範囲とした場合における検索式例②の特許電子図書

館・公報テキスト検索(17)での検索結果を示す。

（図 14：検索式例②の公報テキスト検索結果画面）

公報種別はデフォルトで設定されている公開特許

（公開された発明）公報（公開，公表，再公表）に

チェックしており，ヒット件数は 42 件である。なお

検索式例③の検索結果は 40 件，検索式例④の検索結

果は 29 件である（2013 年 11 月 18 日現在）。

なお検索キー洗い出しの結果，滑り止めマンホール

蓋関連の F タームとして 2D047BB23 を抽出してい

る。このFタームには模様・凹凸などによる滑り止め

については触れられていないが，関連性の高い特許分

類であるため 2D047BB23 のみで検索を行う。特許電

子図書館ではFターム検索ができないため，特許分類

検索(18)で検索を行うと 137 件がヒットする（2013 年

11 月 18 日現在）。

なお特許電子図書館の公報テキスト検索と特許分類

検索の検索可能範囲は異なっており，特許分類検索の

方がより古い特許・実用新案まで検索することが可能

である。参考に特許分類検索において 2D047BB23 で

検索した際にヒットした最も古い公報は実昭

07-014232 号公報である。

本検索例では上述の通り，下記のような検索式を作

成した。

キーワード＝（マンホール OR 地下構造物用

蓋）ANDキーワード＝（滑止OR防滑ORすべ

り OR スリップ OR 撥水）AND キーワード=

（模 様 OR 凹 凸 OR 凸 部 OR 凹 部 OR 突

起）・・・・・・パターン①

Fターム＝ 2D047BB23・・・・・パターン②

IPC=E02D29/14 ANDキーワード＝（蓋ORふ

たORフタ）ANDキーワード＝（滑止OR防滑

OR すべり OR スリップ OR 撥水）AND キー

ワード=（模様 OR 凹凸 OR 凸部 OR 凹部 OR

突起）・・・・・・パターン③

FI=E02D29/14E AND キーワード＝（滑止 OR

防滑 OR すべり OR スリップ OR 撥水）AND

キーワード=（模様 OR 凹凸 OR 凸部 OR 凹部

OR突起）・・・・・・パターン③

特許電子図書館では上記検索式の和集合を取ること

はできないため，それぞれの検索式で重複してヒット

する公報を読まなければならないが，商用データベー

スではそれぞれの検索式の和集合を取ることができる。

上記の滑り止めマンホールは非常に簡単な例題であ

り，特許検索マトリックスから作成できる検索式のパ

ターンはそれほど多くなかった。しかし実際はより複

雑な検索テーマであり，その際は検索式の基本パター

ンに則って，1パターンではなく複数のパターンでた

すき掛けを行うことが望ましい。
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５．無料で利用できる海外特許検索データベース

前章まで特許電子図書館を用いて特許情報調査の基

礎について述べてきたが，第 1章の「はじめに」で述

べたように今後は日本の出願を対象にするだけでな

く，出願時点から米国・欧州をはじめ海外の特許情報

調査についても行う局面が増えていくものと考えられ

る。ここでは無料で利用できる海外特許検索データ

ベースについて簡単に紹介する。

（１） 米国：USPTOおよびGoogle Patents

米国特許商標局（USPTO）が提供している無料デー

タ ベ ー ス が Patent Fulltext Database

（PatFT/AppFT）(19)であり，登録特許（特許権が付与

された発明）データベースが PatFT，公開特許（公開

された発明）データベースがAppFTである。それぞ

れ 検 索 メ ニ ュ ー は Quick Search（簡 易 検 索），

Advanced Search（複合検索），Number Search（番号

検索）から構成されている。

（図 15：Patent Fulltext Database (PatFT)）

Advanced Search メニューのインターフェースは図

15 のようになっており，Field Code を組み合わせて検

索式を構築する。滑り止めマンホールの検索例としては

(ICL/E02D29/14 OR CCL/52/20) AND SPEC/

(SKID OR SLIP)

のように Query を組むことができる。ICL は国際特

許分類，CCL は米国特許分類，SPEC は実施例中の

キーワードである。米国特許分類は前述したように予

備調査により抽出する。

米国特許を検索する際に活用したいもう 1つの無料

データベースが Google Patents(20)である。データ

ベース名が表している通り Google が運営している特

許検索データベースであり，米国特許だけではなく

EP特許・WO特許・中国特許・カナダ特許・ドイツ特

許も収録している。通常の Google 検索と同様，キー

ワードを入力するだけで関連性の高い特許を表示す

る。なおデフォルトでは米国以外の特許も含めて表示

するため，米国特許に限定して検索するのであれば検

索ツールから特許庁をÜ米国Ýに指定する必要がある。

（図 16：Google Patents）

なおGoogle Patents の優れた機能として，各特許個

別ページにÜ先行技術を探すÝボタンがある。このボ

タンをクリックすることで当該特許に関連する先行例

を特許・文献・ウェブサイト・書籍などから自動抽出

でき，非常に簡易的な無効資料調査を行うことも可能

である。

（２） 欧州：Espacenet(21)

Espacenet は欧州特許庁（EPO）が運営するデータ

ベースであり，EP 特許だけではなく全世界約 90ヵ

国・地域の特許情報を収録しているデータベースであ

る。また特許電子図書館やUSPTOデータベースと異

なり，パテントファミリー情報を検索可能なデータ

ベースである。

（図 17：Espacenet Advanced search）
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Espacenet には Smart search，Advanced search，

Classification search のメニューがあり，図 17 には

Advanced search のインターフェースを示している。

検索可能項目は発明の名称，要約，公報番号，出願番

号，優先権番号，公報発行日，出願人，発明者，CPC，

IPC である。Publication number に国コード（日本で

あれば JP，米国であればUSなど）を入力することで

発行国を限定した検索も可能である。検索例として

Title or abstract: SLIP OR SKID

Publication number: EP

IPC: E02D29/14

で検索した結果ヒットした 1 件の抄録画面を図 18 に

示す。

（図 18：Espacenet の検索結果表示画面）

左側のメニューに表示されているÜINPADOC patent

familyÝをクリックすることで本特許のパテントファ

ミリーを確認することができる。さらにÜINPADOC

legal statusÝをクリックすると権利状況について確認

することも可能である（国・地域によっては権利状況

データが未収録であったり，タイムラグがある）。ま

た要約やクレームなどの機械翻訳機能もあり，日本語

への機械翻訳も可能である。

（３） その他情報源

上記で紹介した無料特許検索データベースの他に，

WIPO・Patentscope(22)をはじめ各国特許庁が運営し

ている特許検索データベースが利用可能である。無料

特許データベースの情報については著者ウェブサイト

e-Patent(23)，DB航海士(24)，外国産業財産権侵害対策

等支援事業の外国特許・商標等情報検索ミニガイ

ド(25)，情報の科学と技術のÜたまに使う各国特許庁

Web サイトの紹介Ý(26)などで入手できる。

６．おわりに

グローバルな視点から特許情報調査について必要性

から説き起こし，特許情報の特徴，調査の目的・種類，

そして特許情報調査のステップといった基礎知識につ

いて述べた。特許情報調査のもっとも重要なポイント

は特許情報調査を行う目的，その調査対象技術を明確

にすることに尽きる。ただし特許情報調査は Google

のウェブ検索のようにキーワードを入れれば簡単に関

連するウェブサイトがヒットするようなものではな

く，キーワードや特許分類などを多面的に検討しなけ

れば所望の結果を得ることができない。拙稿が特許情

報調査スキル向上に多少なりともお役にたつのであれ

ば望外の喜びである。なお特許検索・特許情報調査に

は様々なテキスト(27)-(30)や書籍(31)-(32)が既に発行され

ているので，こちらも合わせて参照されたい。
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